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　国から地方への税源移譲により、所得税の税率は下がり、市・県民税の税率は上がりました。その結果、平成18
年分の所得はあったが、平成19年分の所得がなくなった人は、市・県民税の増加の影響のみを受ける場合がありま
す。
　そのため、一定の条件を満たす人には、申告により平成19年度分の市・県民税から税源移譲により増額となった
市・県民税相当額を減額（既に納付済みの人は還付）する経過措置が設けられました。

　平成18年分は所得税が課税されたが、平成19年分は所得税が課税されなかった納税義務者（出産や病気のため長期
休職していた人・会社を退職した人・自営業で所得が激減した人など）が対象となります。í 
　ただし、平成19年中に亡くなった人や、海外に転出して平成20年１月１日現在国内に住所がない人、住宅ローン控
除・寄附金控除（税額控除）などによって平成19年分の所得税が課税されなかった人は対象となりません。í   

対象となる人　

　減額や還付を受けるには「市・県民税減額申告書」の提出が必要です。
申告先　平成19年度分の市・県民税を課税した平成19年１月１日に住んでいた市町村

申請手続き

　対象と思われる人には、６月下旬に申告書を送付しています。申告期間内に市民税課(市役所本庁２階)または各支
所の地域振興課で申告してください。（土・日曜日、祝日を除く）
※提出された「申告書」が減額・還付の条件に該当すれば市・県民税の減額・還付の手続きをします。í   
※申告書は市民税課と各支所の地域振興課にも用意しています。
í  
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申告期間 
7月1日（火） 
　　 

31日（木） 
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